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第 1 章 序論 
 
1.1 研究背景 





の約 4 倍にもなる 1-2)。台風の上陸は事前に予測できることから，地震ほど精神的なインパク
トは少ないが，大型台風の場合には被災の範囲が広く，社会的な損失も非常に大きい。例え


















































ーストラリアのダーウィンンを襲ったサイクロン Tracy の被害報告 1-13)では，変動風圧によ
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Meecham ら 2-4)は勾配 18.4°の切妻屋根と寄棟屋根をもつ 2：1 平面の低層建築物の風圧実験
結果の比較を行い，両者の屋根全体の風力にはあまり差がないが，局部風圧に顕著な差が見ら
れ，寄棟屋根では負のピーク風圧係数－4.0 の発生を示している。Xu and Reardon2-5)は勾配 15°，
20°および 30°の寄棟屋根をもつ 2：1 平面の低層建築物に作用する風圧を測定し，勾配 20°
では棟の直ぐ風下側で－5.2，勾配 30°では風上側コーナー部の隅棟の直ぐ後で－5.5 の最大負
ピーク風圧係数を示すとしている。Ahmad and Kumar2-6)は 2：1 平面の建築物について 10°～













を図 2.2.1に示す。模型では，軒高さ(h=120mm)を一定にして，4 つの屋根勾配（β=10, 20, 30, 
40°）を設定し，それぞれの屋根模型について壁面の位置を軒から内側に移動させて軒の出を
作った。実験模型の 
風圧測定点は正方形平面では 284 箇所，長方形平面では 276 箇所に設けた。実験気流は，べ




当の平均値および 0.2 秒間相当のピーク値とし，それぞれ 3 回のアンサンブル平均により求め
た。低層建築物の一般的な屋根葺き材である瓦の場合，1 枚あたり受風面積が約 0.1ｍ2と小さ




均高さ H において約 10m/s である。各測定点での風圧は，建築物の屋根平均高さ H での速度





HP qPC /=    (2-1) 
HP qPC /ˆˆ =     (2-2) 
HP qPC /
((
=    (2-3) 
 






















 正方形平面 長方形平面 
屋根の幅 B 30cm（9m） 40cm（12m） 
屋根の奥行き D 30cm（9m） 20cm（6m） 
軒高 h 12cm（3.6m） 12cm（3.6m） 
屋根勾配 β 10°，20°，30°，40° 10°，20°，30°，40° 























図 2.2.1  実験模型の形状および寸法 






おける，風に平行な屋根中心線上の風圧分布を図 2.2.3および図 2.2.4 に示す。図には平均風

















































































=－8.5 を示す（図 2.2.5 (a)， 図 2.2.6 (a)）。こ
れらの非常に強い負圧は局所的であり，軒の出がある場合には低減する傾向が見られる。一
方，勾配 β＝30°，40°では，軒の出がある場合の方がコーナー部付近の負圧は逆に増大す










－6 程度の値を示す（図 2.2.6 (b)）。この結果は Xu and Reardon2-5)の結果に近い。 
図 2.2.4 長方形平面寄棟屋根中心線上の風圧係数分布 









































































































































した。なお，正方形平面においては，大棟がないのでゾーン F の設定はないが，ゾーン E に
ついては棟頂部から隅棟に沿った 0.1a の範囲を設定する。各ゾーンでの最小ピーク風圧係数













































































































































A B C D E F 
10 －8.5 －4.0 －4.5 －4.0 －3.0 －3.0 
20 －5.5 －4.0 －3.8 －3.8 －6.0 －4.0 
30 －5.0 －4.0 －3.0 －3.7 －4.0 －3.0 




























実験模型は，図 2.3.1に示す幅 B=30cm×奥行き D=30cm の寄棟屋根をもつ正方形平面の建
築物模型で，縮尺は 1/30 とした。模型は平屋を想定した h=12cm（1S）と 2 階建てを想定した
h=24cm（2S）の 2 通りに，屋根勾配を 4 通り（β=10, 20, 30, 40°）に変化させることができ
る。また壁面の位置を変化させることで b/B=1/15 と 2/15 の 2 通りの軒の出を作ることができ
る。風圧測定点は軒天井と壁面に設けた。実験気流は乱れ強さ 20％，べき指数 0.2 の気流とし
（図 2.2.2参照），屋根の平均高さ H における風速を約 10m/s（軒高 1h），約 12m/s（軒高 2h）
とした。実験風向は模型の対称性を考慮して 5°ピッチで 0°～45°のみ測定した。速度圧に
ついては，勾配の違いにより屋根高さが異なるので，各勾配の平均屋根高さ H を基準とした。
サンプリング周波数は 400Hz で，実時間の 5 分間に相当する時間のデータを得た。チューブ
補正は周波数域で行った。軒天井の仕上げ材の大きさを考慮して 0.2 秒間相当の瞬間値として










































全風向中，全測定点中の PCˆ の最大値および PC
(
の最小値についての屋根勾配 β，軒高 hおよ




した時の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値は，β＝40°で絶対値がやや小さい値を示すが，β≦30°
では屋根勾配 β によらずほぼ一定の値を示すことがわかる。また階数（1S と 2S）および軒の













全風向中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値の分布の例を図 2.3.3 に示す。コーナー部（2 つの壁




















































図 2.3.3 全風向中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値分布 
（β=10°,1S, b/B=2/15,全体の 1/4 の領域に集約） 
 1S, b/B=1/15 
 1S, b/B=2/15 
 2S, b/B=1/15 




コーナー部と一般部についての全風向中，全測定点中の PCˆ の最大値と PC
(
の最小値を図
2.3.4 示す。1S，2S のいずれの場合も，コーナー部の PCˆ と PC
(
が一般部よりも絶対値が小さ
























































































(a) PCˆ の最大値 (b) PC
(
の最小値 







































































実験模型は図 2.4.1に示す幅 B=9cm×奥行き D=9cm の正方形平面の高層建築物の模型で，




さ H に関わらず h＝3cm（実物で 12ｍ）の一定値とした。風圧測定点は，ピロティ内の天井（24
点）と壁面（24 点×2 面）の計 72 箇所に設け，ピロティ開口部周りの外壁面にも測定点を設
けた。風洞気流は建築物荷重指針に示された地表面粗度区分Ⅲに相当する境界層乱流とし，
実験風速は模型頂部において 10.1m/s（H=18cm），10.9m/s（H=27cm）11.6ｍ/s（H=36cm）と
した。実験風向は 5°間隔の 72 風向とし，開口部を有する面に正対する風向をθ=0°とした。
測定した各測定点での風圧は，実時間の 10 分間に相当する平均値と 0.5 秒間相当のピーク値





とし，それぞれ 5 回のアンサンブル平均により求めた。風圧係数は各模型頂部高さ H におけ






































図 2.4.1 実験模型の形状および寸法と風圧測定点 










































































































ピロティ天井面の平均風圧係数 pC は，図 2.4.2 に示すようにいずれの風向においても負の
値を示す。θ＝0°～45°では風上側の a 点で－0.8～－1.0，風下側の h 点で－0.2～－0.4 の流
れ方向に変化する分布を示し，θの増加とともに各点の値の差は小さくなり，ピロティの軸が
風に垂直なθ＝90°ではいずれの測定点も－0.7 の一様な分布を示す。θ＝90°～180°ではｄ




















は弱い負圧となる。この傾向は建築物の高さによって変化しない。 PCˆ の最大値は，H/B＝2 の
























































に H/B の増加とともに減少し，天井面で 0.7～0.5，壁面で 1.2～1.0 を示している。これらの値




































































の 1/2 まで 
負 天井，壁：－2.7 天井および壁の 
全面 
(a) 最大値 (b) 最小値 
ピーク風圧係数 ピーク風圧係数 














0 45 90 135 180
風向角θ(deg)
a b c d


















天井面中心線上におけるθによる PC の変化を図 2.4.7 に示す。天井面に正圧が作用する可
能性があるのはこの部分が風上に面した風向に限られるが，図 2.4.6に示したように，真正面
(θ=0°)の風向でも天井面中央部は負圧が作用する。θが増すにつれて天井面中央部の風上側
（点 a 側）で正圧が発生し，θ＝45°付近の風向角で最大値 PC ≒0.4 を示した後，負圧に転じ














a      d       h 
θ 
図 2.4.7  天井面中心線上の平均風圧係数 PC の風向による変化 
PC
図 2.4.6  天井面の平均風圧係数 PC の分布 






を示した後，建築物の背面にほぼ等しい PC ＝－0.3 に近づく。θ<60°での平均風圧係数の変化
は次のような傾向を示す。奥壁面の頂部付近の点 4 での風圧と，それに接する天井面端部付近
の点 3 での風圧の風向による変化の傾向はほぼ同じであり，θ=0°で最大値 PC ≒0.6 を示し，
θの増加と共に減少する。天井面の点 1 ではθ=0°で奥に位置する点より小さい PC ≒0.3 の正
圧を示し，θの増加と共に減少する。中央部の点 2 ではθ=0°でほぼゼロで，この点を挟む風
上側と風下側の両点の圧力よりも小さい。θが増すと風圧係数は増加し，θ＝45°付近で最大
値 pC ≒0.2 を示した後に減少する。 
風向θ=0°のときの天井面に作用する風圧変動の相互相関関数 Rij を図 2.4.9 に示す。天井









































0 45 90 135 180
風向角θ(deg)
1 2 3 4
pC
図 2.4.8  建築物の幅方向中心断面の平均風圧係数の変化 

































クト比 H/B により変化である。 PCˆ の最大値は天井面，壁面ともに，H/B の増加に伴いおおむ





















(a) 正側のピーク風圧係数 (b) 負側のピーク風圧係数 
θ＝0° 
θ＝90° 





























平均風圧係数 pC の風向による変化を図 2.4.13，図 2.4.14 に示す。ここでは軸対称性を考慮




ち最も負圧が強くなるのは奥から 2 番目の点 cで，θ＝115°のときに pC ＝－0.6 の値を示す。
θ＝150°以降の風向ではいずれの測定点も建築物の背面圧に近い pC ≒－0.4 を示す。ピロテ
ィ内部の壁面においても，天井面と同様にθ＝45°でいずれの点も正圧を示し，θの増加に伴
い負圧へと変化する。負圧が最も強くなる部位は，外壁ラインから少し内側の点ｆや点 g の壁
面の中央部付近であり，θ＝115°で pC ≒－0.7 を示す。なお，建築物の高さが高い H/B＝3，





























































図 2.4.13 天井面での平均風圧係数の風向による変化（H/B=2） 

























H/B＝2 について，各測定点における PCˆ の全風向の最大値および PC
(
の最小値の分布を図
2.4.17 に示す。この図ではピロティ内部の天井面と壁面の展開図として表した。 PCˆ の全風向

























天井面と壁面についての PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の建築物の高さによる変化を図





の高さ h での速度圧で基準化した場合には， PCˆ の最大値は H/B に関わらず一定値（約 3.5）
を示し， PC
(













図 2.4.17 PCˆ の最大値および PC
(
最小値の分布（H/B＝2） 
図 2.4.18 PCˆ の最大値および PC
(
の最小値の建築物の高さによる変化 






















































太陽電池モジュールに作用する風力 f は，図 2.5.1に示すようにモジュール上面と下面の差
圧（風圧の差）として求めることとした。モジュールと屋根面との隙間が小さい場合，モジュ
ール下面と屋根上面の風圧がほぼ等しくなると考えられることから，実験ではモジュール上面
の風圧 Puと屋根上面の風圧 Pl2を測定し，モジュール下面の風圧 Pl1 を屋根上面の風圧 Pl2 で代
























モジュールに作用する風力は，屋根勾配 βとモジュール下面と屋根上面との隙間 d をパラメ
ータとした計 15 ケースについて測定した。設定した屋根勾配 β と隙間 d は表 2.5.1 のとおり
である。なお，勾配 β＝24.2°は，低層住宅屋根の一般的な屋根勾配である 4.5 寸勾配を想定
している。 
 
表 2.5.1 検討ケース 
屋根勾配 β    10°，20°，24.2°，30°，40° 




の加工の都合により 1/30 とした。想定した建築物は，切妻屋根をもつ 2 階建の低層住宅であ
り，壁面の幅 10m×奥行き 7m×軒高 6m（軒の出 0.6m）を基本寸法とした。通常，太陽電池
モジュールは南向きの屋根面に設置されることが多いので，切妻屋根の片面のみにモジュール
模型を設置した。太陽電池モジュールの大きさは，一般的なサイズである約 1m2（1.06ｍ×
0.96m）のものを想定し，桁行き方向 10 枚×梁間方向 4 枚の計 40 枚を配置している。モジュ




























型の厚さは 3mm（実寸の 90mm 相当）である。風圧測定点は，1 モジュールにつき上面 4 点，
下面 4 点の計 8 点とした。風圧測定点を配置したモジュールは，模型形状の対称性を考慮して
全 40 モジュールのうちの西側半分の 20 モジュールに配置した（図 2.5.2 参照）。 
 各測定点に作用する風圧は，風圧測定点の位置に設けられた直径 1mm の測定孔から導圧パ
イプ（真鍮パイプ）および導圧チューブ（ビニールチューブ）を介して圧力計に導いて測定し




系列データをコンピュータに保存した。風圧測定の条件を表 2.5.2 に示す。 
 
表 2.5.2 風圧測定条件 
実験風速          10m/s 
風速スケール        1／2.5 
時間スケール        1／12 
サンプリング周波数     200Hz 
ローパスフィルター     なし 
＊
 







ルは 0.18ｍ（実スケール換算 5.4ｍ）である。風向角 θ は，モジュールが設置された屋根面が










図 2.5.3 風洞気流特性 
 
2.5.2 太陽電池モジュールの風力係数 





















uu iAiPiAiPf )()()()(  
 
f   ：モジュール毎の風力(N/m2) 
qH  ：屋根平均高さ H での平均速度圧(N/m2) 
Pu(i) , Pl(i) ：測定点 i での上面および下面の風圧(N/m2) 
A   ：1 枚のモジュールの面積(m2) 
Au(i) , Al(i) ：上面および下面の各測定点での負担面積(m2) 
A＝ ∑ ∑=
i i

















   ............................................................................. (2-5) 
 
モジュールの風力係数 Cf およびモジュール上面と下面の風圧係数 CPu，CPl の時間変化の例







で本報では，実時間の 10 分間相当の風力係数 Cfの時系列を作成し，その正側および負側のピ
ーク値からモジュールのピーク風力係数を設定した。ピーク風力係数はばらつきをもつので，






















で fCˆ が最も大きい値を示すのは，けらば部のモジュールであり，その値はいずれも 2.5 程度




































 全風向中の fCˆ の最大値および fC
(
の最小値（以下，最大・最小ピーク風力係数と呼ぶ）の
分布の例として隙間 d＝1,3,5mm における屋根勾配 β＝10°，24.2°，40°での結果を図 2.5.6 お
よび図 2.5.7 に示す。これらの図では，各モジュールでの風力係数をそれぞれの位置での棒グ
ラフに表している。最大ピーク風力係数の分布は，屋根勾配やモジュール下面と屋根面との隙






 最小ピーク風力係数の分布は，屋根勾配やモジュール下面と屋根面との隙間 d の影響が比較































































(c) 屋根勾配 β＝40° 
 
図 2.5.6 最大ピーク風力係数 
d=1mm d=3mm d=5mm 
d=1mm d=3mm d=5mm 






















































(c) 屋根勾配 β＝40° 
 
図 2.5.7 最小ピーク風力係数 
d=1mm d=3mm d=5mm 
d=1mm d=3mm d=5mm 





 各測定ケースにおける全モジュールのピーク風力係数の最大値および最小値を図 2.5.8 に
示す。同図には JIS C 89552-11)での風力係数も併せて示している。この結果によれば，ピーク
風力係数の最大値は屋根勾配 βや隙間 d に関わらず， Cfmax ＝2.0～2.5 程度の値を示しており，
設計用の正のピーク風力係数としては Cfmax ＝2.5 の一定値を与えることが妥当であると考え
られる。ピーク風力係数の最小値は，屋根勾配 β の増加に伴って絶対値が減少する傾向にあり，
概ね Cfmin＝−3.0～−2.0 の範囲で変化することから，設計用の負のピーク風力係数としては，β






























図 2.5.8 ピーク風力係数の全モジュール中の最大値および最小値の 







































































との隙間によらず約 2.5 の値を示す。 
・ モジュールに作用するピーク風力係数の最小値は，屋根勾配の増加とともに大きくなり




正の設計用ピーク風力係数：屋根勾配に関わらず 2.5 の一定値 
負の設計用ピーク風力係数：屋根勾配 10°で－3.0，屋根勾配 40°で－2.0 とし，その
中間の屋根勾配では 10°と 40°の値をもとに直線補間し
た値 
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写真 3.2.1 試験体の外観（屋外側） 
 
写真 3.2.4 野地板に設けた通気孔 
 
写真 3.2.3 馳締め前の葺き材と吊子 
 
写真 3.2.2 部分吊子 









































図 3.2.2 試験装置 
 









































写真 3.2.6 破壊前の試験体の様子 
（載荷圧力－4.5kPa 時） 
写真 3.2.7 破壊時の試験体の様子 
（載荷圧力－4.8kPa への昇圧時） 
 
図 3.2.3 載荷圧力 P と 
葺き材のたわみ D の関係 







 前項の試験結果より，破壊直前の載荷段階の 4.5kPa を当試験体の限界耐力 P とする。一方，
許容耐力 Ra は，破損した部材の弾性範囲を考慮して設定する場合もあるが，本試験体では弾
性範囲の特定は難しいので，ここでは式(3-1)により許容荷重を求める。 





る。これにより許容荷重 P は 4.5／2.0＝2.25kPa となる。この許容荷重を設計用風荷重に対応
させ，式(3-2)に示す建築基準法（平成 12 年建設省告示 1458 号）での外装材風荷重 F の算定
式に従って，適用できる地域（基準風速 V0の適用範囲）を検討した。 








ピーク風力係数 fCˆ には，片流れ屋根の端部における－4.3（内圧係数は 0）を仮定する。風
速の鉛直分布を表す係数 Erは，建築物の高さ H と地表面粗度区分により異なるが，ここでは，
屋根葺き材が高さ 20m および 10m の建築物に使用されることとし，また建設地の地表面粗度
区分をⅢとする。 
 表 3.2.1 は各地表面粗度区分と基準風速 V0，風荷重 F の関係を示しており，屋根葺き材の
許容荷重である 3.0kPa 以下の範囲を青色の塗りで示している。この結果によれば，当屋根葺
き材は建築物の高さ H=20m の場合には基準風速 V0が 32m/s の地域まで，H=10m の場合には
V0 が 36m/s までの地域に適用できる。 
 














30 －1.93 －1.46 
32 －2.20 －1.67 
34 －2.48 －1.88 
36 －2.78 －2.11 
38 －3.10 －2.35 































る。試験体では，図 3.3.1 に示すように 2 枚の太陽電池モジュールを再現している。これは，


















































































































































・地域毎の設計用基準平均風速（ 0V ）：34 m/s 
・建築物の高さ（H ）：9.7m 
・屋根勾配：10° 
・ピーク風力係数： fCˆ =－2.5（図 2.6.8 参照）注 
設計用風荷重は次式により求められる。 
ff CqW ˆ=  
  fW は設計用風荷重（N/m
2
） 
q  は速度圧（N/m2） 
fCˆ はピーク風力係数 
以上より， 
目標荷重 1：地表面粗度区分Ⅲの場合   
ff CqW ˆ= =432×(－2.5)=－1080（N/m2） 
目標荷重 2：地表面粗度区分Ⅱの場合 




上面とモジュールとの隙間 d が 60mm であることから，ここでは実験結果を詳細に
引用することとして，d＝30mm での値（ fCˆ ＝2.8）と 90mm での値（ fCˆ ＝2.1）から






















関係を図 3.3.6に示す。太陽電池モジュールと野地板間の残留変位量は，目標荷重 1 の除荷後






















































































図 3.3.5 太陽電池モジュールのたわみ 図 3.3.6 太陽電池モジュールと 































 3.2.4 節で述べたように，許容耐力は限界耐力を安全率で除した値で，一般に 1.5～3.0 の安
全率を採用することが多い。ここでは，太陽電池モジュールの終局耐力が－5.7 kN/m2 であっ
たことから，安全率を 2.0 に設定して，－5.7/2.0=－2.85 kN/m2 を新しい許容耐力とする。この
































30 －1.34 －0.85 
32 －1.53 －0.97 
34 －1.72 －1.09 
36 －1.93 －1.23 
38 －2.15 －1.37 
40 －2.39 －1.51 
42 －2.63 －1.67 
44 －2.89 －1.83 
46 －3.16 －2.00 
















































の長さは，それぞれコンクリートの天端より 500mm および 1200mm であった。コンクリート
スラブと鋼製芯材の固定部の強度が充分であることは，別途実験で確認されていることから，












図 3.4.1 アルミ製手摺り支柱概略図 






























等分布荷重時の曲げモーメントと等しくなる集中荷重 F’および載荷高さ h を式(3-3)，(3-4)に
より算定し，その載荷高さ h の位置に集中荷重 F’を加えることとした。なお，本試験での供
試体においては，芯材長さ L が 500mm であるので，載荷高さ h は 758mm となる。また，供
試体での諸量は，表 3.4.1 のとおりとなる。 
 
( )LHBPF −⋅⋅⋅= 2
2
1







    (3-4) 
 
P：風荷重(Pa)， B：支柱負担幅(m) 








































図 3.4.3 等分布荷重を想定した載荷条件 
図 3.4.4 載荷荷重と変位の関係 
（載荷位置：支柱上端） 
 















さは，表 3.4.1 に示すとおり支柱の下端より 758mm の高さである。ここでは 3 体の供試体に
ついて静的載荷試験を行なった。載荷試験の結果を図 3.4.5に示す。押し出し成型による工業
品なので 3 体の差はほとんどない。支柱の終局耐力は 2200N 程度であり，支柱の負担幅を 1.2m
と想定した場合には 1930Pa の風荷重に相当する。手摺パネルに作用するピーク風力係数を－





















図 3.4.5 風荷重を想定した静的載荷試験の結果 
-59- 
 





























 手摺パネルへの等分布載荷試験では，図 3.4.6 に示すように手摺パネルは 2 スパン分を再現
し，手摺パネルの構面を水平方向に設置した状態で， 1 つ 10kg の載荷用の錘（載荷袋）を順
次載せることにより行った。その際，載荷袋を手摺パネルに万遍なく配置すると両端の支柱が
負担する荷重が中央の支柱より小さくなるので，両端の支柱上部には半スパン分の載荷袋を集
中的に載荷している。手摺パネルは 2 スパン分を再現し，3 本の支柱のうちの中央の支柱を主
な評価の対象とした。支柱の変位測定位置は，支柱単独の載荷試験と同様，支柱上端と芯材上

















































図 3.4.6 等分布載荷試験装置 
 
写真 3.4.4 等分布載荷試験の様子 
 






































 2 スパン等分布載荷試験と支柱単独 1 点集中載荷試験の結果の比較を図 3.4.7に示す。図の
横軸は支柱の変位，縦軸は 1 本の支柱に作用する荷重で表している（1 スパンを 1.2m とした
場合，1,140N が 1000Pa の風荷重に相当する）。 











































































写真 3.4.6 試験後の試験体の様子 
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)/exp()( mc rrpprp −⋅∆+=   (4-1) 
( ) 24'')( 22g eVVVrV ++−=   (4-2) 
rfCV ⋅+⋅= αsin'   (4-3) 
( ) ρ/)/exp(/ mm2 rrprrVe −⋅∆=   (4-4) 
-66- 
 
ここで， )(rp は台風の中心から距離 r における気圧(Pa)， cp は台風の中心気圧(Pa)， p∆ は周
辺と台風中心の気圧差(Pa)， mr は最大旋衡風速半径(m)である。台風の中心からの半径 r におけ
る傾度風速 Vg(r)は，台風の移動速度とコリオリ力による風速成分 'V と，気圧傾度力と遠心力
がバランスする風速成分 eV から求められ， 'V と eV は式(4-3),(4-4)で表される。C は台風が移動
する速度(m/s)，α は建設地が台風移動方向となす反時計回りの角度である。 f はコリオリパラ




)()()( rVrGrV gzz ⋅=   (4-5) 
{ } { }[ ]kpkpzpzzz rrkrrGrGGrG )/(1)/11(exp)/()()()()( 1 −−⋅∞−+∞= −  
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α)/()( = ， ∞=∞ α)/()( gz ZZG  
( ) rgmp ZZrr α/=  
5.2=k  
( )[ ] ( )gbp ZZEE ln/1.1ln Ι=α ， ( )[ ] ( )gb ZZEE ln/45.0ln Ι∞ =α ， ( )gbp ZZln5.0ln=α  
 
180+−+= γβαθ
  (4-6) 
( ))(/tan 1 rVv z−−=α  …. Vz(r)<Veの場合 
( )eVv /tan 1−=α   …. Vz(r)>Ve の場合 
5.022 )(rVVv ze −=  
 
ここで，rp は風速比 Gzが最大となる半径方向の
距離，E は表 4.2.1 の地表面粗度による風速比，
添字 b および g は風速が変化する高さの範囲，添
字Ⅰは表 1 の粗度区分Ⅰの値を示す。また，風向











表 4.2.1 台風における地表面付近の風速を 
推定するためのパラメータ E，Zb，Zg 
































 図 4.2.2 は，式(4-5)，(4-6)を用いて求めた A～D の各地点における地上 10m での風向およ
び風速の変化である。各地点での地表面粗度区分はⅡを想定した。また，この台風で最大風速
となる半径は 40～50km である。なお，図の横軸は時刻を示しており，台風の中心が対象地点
に最も接近する時刻を 0 時とした。 
台風の中心（目）が真上を通過する地点 A では，0 時を挟んで風向と風速が急激に変化する。
地点 B においては，地点 A に比べて風向および風速の変化はやや小さくなるが，最大風速は
やや大きくなる。地点 C では，台風が最接近する 0 時で最大風速となる。なお，0 時の前後で
の風向が特徴的な変化を示すのは，ここでのモデル台風が地表面の摩擦の影響が考慮さている
からである。台風の中心から離れた位置にある地点 D では，風速はかなり小さくなり，風向






















最大風速 Vmax（10 分間平均）が 34，36，38，40m/s となるように設定した。対象地点を沿岸
地域（地表面粗度区分Ⅱ）に想定したので，この風速は建築基準法（平成 12 年建設省告示第
1454 号）における基準風速 V0 に相当する。風速の変化は周辺と台風中心の気圧差である ∆p
の変化で与え，rm=80km，rp=40km，C=10 m/s（36km/h）は一定とした。34，36，38，40m/s




は 50km とした（図 4.2.3 参照）。台風の進行方向の角度γおよび進行速度は，文献 4-4)に示
された近畿地方に上陸する平均的な値を設定している。なお，台風上陸に伴う進行速度，中心
気圧などの減衰は与えないこととした。 























化する。ここでは，一般的な低層建築物を想定し，B:D:H = 1:1:0.5 の正方形平面陸屋根建築物
の屋根面の変動風圧を測定した。実験模型の寸法は図 4.2.5 に示す幅と奥行きが 200mm，高
さが 100mm であり，模型の縮尺を 1/100 としたので実物換算の幅と奥行きは 20m，高さは 10m
である。風圧測定点は屋根面上の 169 箇所に配置した。各測定点の風圧のサンプル周波数は
400Hz，サンプル数は 30000 個とし，全測定点の時系列データを記録した。実験気流は図 4.2.6
に示す沿岸地域を想定した地表面粗度区分Ⅱに相当する境界層乱流とし，測定風向ピッチは
5°，実験風速は模型の頂部で 9m/s とした。測定された各測定点の風圧 p は，模型の高さ H
における接近風の速度圧 qH で除した式(4-7)の風圧係数 Cp で表した。 
 

































 実験模型の概要を図 4.2.7 に示す。対象建築物は，B×D×H＝20m×20m×20m の立方体
形を想定した。模型の縮尺を 1/200 としたので，実験模型は B，D，H ともに 100mm である。
風圧測定点はひとつの壁面を対象として 121 箇所に配置した。実験時の風洞気流は図 4.2.6
に示す地表面粗度区分Ⅱに相当する気流とし，模型の高さ H での風速は約 10m/s とした。各
測定点の風圧のサンプル周波数は 800Hz，サンプル数は 40,000 個とし，全測定点の時系列を
記録した。測定風向は 5°間隔の 72 風向とした。なお，模型の形状が軸対称であることから，
風向角の対応を考慮して，ひとつの壁面での測定結果を他の 3 つの壁面に対応させることによ
り，全壁面の測定結果として割り当てた。壁面の各測定点における風圧についても，模型の高






















図 4.2.5 実験模型 
図 4.2.6 風洞気流 












(i) モデル台風を作成し，モデル台風が通過した際に建築物の建設地点における 10 分間
隔の風向および風速の変化を求める。 
(ii) 風洞実験によって求められた建築物表面の風圧係数の時系列データに，(i)で求めた風





図 4.2.8 台風通過により外装材に作用する風圧時系列データの作成方法のイメージ 
 
風圧の時系列 P(t)は，式(4-8)により求められる。時系列での時間刻み ∆t は，無次元風速の
一致条件を用いて式(4-9)により実験上と実現象での時間の対応付を行っている。 
HP qtdCtP ⋅= ),()(  (4-8) 
  P(t)：時刻 t における風圧（Pa） 
  CP(d,t)： 図 4.2.8 の風向 d の時刻 t における風圧係数 
  qH：風速 v から求められる建築物の高さ H での速度圧（Pa） 
   qH=0.5･ρ･v2 










∆t  ：時系列データの時間刻み（s） 
-71- 
 




L   ：建築物の代表長さ(m) 
Lm  ：風洞実験模型の代表長さ(m) 
 
ここで，L/Lm は実物と実験模型の長さの比（模型縮尺の逆数）であり，一定値である。また
∆tm も風洞実験では一定値あるが，入力する風速 v が変化するため，求められる ∆t は風速 v に
















Vmax＝34m/s の場合：W=－5.31 kPa 
Vmax＝36m/s の場合：W=－5.95 kPa 
Vmaa＝38m/s の場合：W=－6.62 kPa 





































（図 4.3.2 の点 a）に注目し，建築物の向きと方位の関係が異なる Case1 と Case 4 のそれぞ
れで得られた風荷重の時系列を比較した結果を図 4.3.3に示す。両者はいずれも同じ台風で同
じ風速の風を受けるが，風に対する建築物の向きが異なるので，荷重の時系列の形状は大きく
異なる。Case1 では台風が接近してくる風向 E からの風のときには点 a が風下側に位置するの
で，平均風圧も変動風圧も小さく，台風が最も接近する 0 時付近から 1 時にかけて－4kPa を
超える強いピーク風圧が発生する状態が 1 時間程度継続する。このときの風向は壁面に対して
斜め 45°となる SW であり，屋根上の円錐渦による強い負圧が発生する風向と一致する。そ
の後，台風が遠ざかるにつれて風速が低下し風圧は小さくなるが，その風向では点 a が風上側
に位置するために比較的強い変動風圧が継続的に作用する。一方，Case4 では，台風が最も接























































の実験による S-N 曲線を用いる注。 
②  疲労損傷度の計算には，修正マイナー則を適用する。 























③  片振り載荷から両振り載荷への S-N 曲線の補正，および風荷重波形の入力における平
























D  (4-10) 
 
ここで，niは一定振幅（圧力範囲）Si のサイクル数，Niは Si下での損傷サイクル数，k は一











  (4-11) 
 
ここで，Srは圧力範囲，Sm は平均圧力，Suは屋根葺き材の終局圧力，Sre はゼロ平均値をもつ
等価な圧力範囲である。なお，この防水シートの終局圧力 Su は 14kPa としている 4-7)。 










































最大値は Case1 が最も大きく D=1.82，Case4 が最も小さく D=0.57 となる。Case1～Case3 では
D の最大値が 1 を超えていることから防水シートの疲労破壊が生じ，Case4 では疲労破壊が生
じないと考えられる。なお，ここで計算に用いた防水シートの終局圧力は Su＝14kPa，ピーク
風圧係数から求めた設計用風荷重は W=7.34kPa であり，その比が 1.9 の比較的高い値であるこ
とを考えると，これよりさらに設計荷重に対して終局圧力に余裕がない（安全率が低い）場合
には設計風速に至らない台風が通過した場合でも，防水シートが疲労破壊することは十分に考


































と設計風速の関係を図 4.3.7 に示す。風速増加に伴い疲労損傷度は急増し，Vmax＝34m/s での










































変動風圧が作用する。図 4.3.8は図 4.3.6 に示す Case1 で疲労損傷度の最大値（D=1.82）を示
した測定点における風圧波形からレインフロー法により求めた，風圧の振幅および平均値別の
発生頻度分布である。なお，図中の振幅と平均値の軸の数値はそれぞれの階級幅の上限値で表
している。また図 4.3.9 は図 4.3.4 の疲労曲線により求めた防水シートの累積疲労損傷度 D
の振幅および平均値別の寄与率を表したものである。 
図 4.3.8 からわかるように，外装材に作用する変動風圧は，500Pa 以下の小振幅の変動が大
半を占め，全サイクル数の 88％であった。一方，疲労損傷度への寄与率は，図 4.3.9 に示す





































値および最小値は 2.5 および—3.5 であった。これらのピーク風圧係数より求められる
Vmax=37.4m/s（建築基準法での基準風速 V0＝34m/s）の場合の設計用風荷重は，それぞれ 2.1kPa




















離は 50km とした（図 4.4.2）。また，対象地点の地表面粗度区分はⅡ，台風上陸に伴う進行速
度，中心気圧などの減衰は与えないこととした。図 4.4.3 にモデル台風の通過に伴う対象地点
における平均風速および平均風向の変化を示す。図の横軸は台風の中心が対象地点に最も接近
した時刻を 0 時とした場合の時間で表している。対象建築物の高さ H（＝20ｍ）における設計
風速 VH は，平成 12 年建設省告示第 1458 号に従い，基準風速 V0＝34m/s，地表面粗度区分Ⅱ





図 4.4.1 ピーク風圧係数の全風向中の最大値および最小値の分布 



























Case1 の点 a（高さ 0.7H）における時系列である。台風が最接近する時刻 0 時（風向 SW）に
は点 a が風上側の隅角部付近に位置するので，点 a では強い正のピーク風圧が作用し，そのと
きの風圧の変動も大きい。また，平均風圧が正圧から負圧あるいは負圧から正圧に変化する時
刻 0 時付近および 1 時付近では，風圧の変動幅が非常に大きくなることがわかる。図 4.4.5(b)
は時刻 0 時において風上側壁面の淀み点に位置する Case4 の点 b（高さ 0.7H）での時系列であ
る。この点でも時刻 0 時付近で強い正圧を示すが，風圧の変動幅は前述の点 a より小さい。図
4.4.5(c)は時刻 0 時の風向（SW）において局部風圧が発生すると考えられる Case3 の点 c（高
さ 0.95H）での時系列である。この点では，時刻 0 時の直前で正圧から負圧に変化し，0 時か
ら 1 時にかけて強い負のピーク風圧が発生する。この時間帯では風圧の変動幅も大きい。その
後は風速の低下に伴い負圧が減少傾向を示すが，１時付近では正側と負側に比較的広い変動幅


































































も 7～8 万サイクル程度であった。そのうち 0.2kPa 以下の低振幅の変動は，いずれの点におい
ても総サイクル数の 95％を超える。風圧時系列波形でのピーク値（正側および負側の瞬間最
大値）が各点での設計用風荷重に相当するとすれば，0.2kPa の振幅は設計用風荷重の 1 割に満
たない値である。高サイクル疲労を対象とした場合，一般的な材料における疲労限度が材料強
度の 1/2 程度であるから 4-9），設計荷重の 1 割に満たないこれらの低振幅の変動は外装材の疲
労損傷にほとんど影響しないと推測される。壁面の中央に位置する Case4 の点 b では，図4.4.6 
(b)に示すように他の点と比べて低振幅側に分布している。一方，台風が最接近する時刻 0 時
において局部風圧が発生する箇所に位置する Case3 の点 c では，図4.4.6(c)に示すように振幅，
図 4.4.5 モデル台風通過に伴う壁面における変動風圧の時





(b) Case4 点 b 
(c) Case3 点 c 
c 
Case3 


































図 4.4.7 は，図 4.4.6に示した変動風圧の発生頻度をもとに，振幅階級毎の頻度の合計（平
均値軸方向に足し合わせた頻度）を総サイクル数で除して相対頻度で表し，振幅別にプロット
したものである。この図からわかるように，壁面中央の点 b を除く壁面隅角部付近の点 a,c お
よび d では，振幅別の相対頻度がいずれの点も比較的に近い値を示している。このことは，風
圧の変動が大きい壁面端部付近での振幅と相対頻度の関係について一般化できることの可能
性を示唆している。ここでは参考までに，点 a，c および d についての相対頻度の近似式を図
4.4.7に示した。この近似式では，疲労損傷に影響しないと考えられる最も低い振幅の相対頻
度を近似対象から除外している。 
図 4.4.6 風圧時系列における変動風圧の振幅および平均値別の発生頻度 
(a) Case1 点 a 
総サイクル数 
70424 
(b) Case4 点 b 
総サイクル数 
78062 
(d) Case5 点 d 
総サイクル数 
75169 




















外装材の疲労特性には，図 4.4.8 に示す一般的なアルミ部材（A6063-T5）の S-N 曲線 4-10)を用
いることとした。平均荷重が疲労損傷に与える効果は修正 Goodman 線図を適用した。また，
外装材の耐風設計上の安全率は 1.5～2 程度とされることが多いことから，ここでは破損の対
象としたアルミ部材の安全率を 1.5 とし，設計用風荷重（－3.0kPa：4.4.1 項参照）に相当する
荷重が外装材に作用したときにアルミ部材に生じる応力が，アルミ材の終局応力（212Mpa）






















図 4.4.7 振幅別の相対頻度 






以上の条件により計算した壁面各部の疲労損傷度 D の分布を図 4.4.9 に示す。いずれのケ
ースも壁面の隅角部付近での値が大きくなる傾向を示し，各ケースの疲労損傷度 D の最大値























表 4.4.1 疲労損傷度 Dの最大値とその発生場所 
Case 疲労損傷度 D 発生場所 
（位置，高さ） 
1 5.89×10-5 隅角部付近，0.95H 
2 8.47×10-5 隅角部付近，0.95H 
3 1.02×10-4 隅角部付近，0.95H 
4 6.21×10-5 隅角部付近，0.3H 
5 1.01×10-4 隅角部付近，0.95H 
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第 5 章 繰返し風力に対する耐風性能評価 
 
5.1 序 






に 1 回の強風イベント（1 つのサイクロンの通過）で生じる変動風圧を
想定した屋根葺き材システムの疲労試験が盛り込まれ，その後，標準試験方法 TR4405-3）が提
案された。北米では Baskaran らによってシート防水システムを対象とした繰返し載荷試験で




































































図 5.2.1 機械固定式防水シートの固定部 













試験装置は，図 5.2.2 と同様である。 
静的載荷試験の結果，防水シートの終局耐力は－2.9kN であった。ディスク 1 枚の想定負担
面積（0.6m×0.6m＝0.36m2）で除して単位面積当たりの風荷重に換算すると－8.0kPa に相当す
る。定振幅繰返し載荷試験では，終局耐力の約 2/3（＝－2.0kN，－5.6 kPa 相当）および約 1/3
（＝－1.0kN，－2.8kPa 相当）の荷重を最大値 F とする 0－F の一定荷重幅の繰返し載荷を行
ない，防水シートが破損する回数を求めた。その結果 F=－2.0kN（－5.6kPa 相当）で 56 回，

















実験（風圧実験）の結果をもとに作成した。想定した建築物は幅 20ｍ×奥行き 20m×高さ 10
ｍであり，建設地の地表面粗度区分はⅡ，台風が最接近した時の風速（建築物の高さにおける
風速）は Vmax＝34m/s と 40m/s を想定している。以後，Vmax＝34m/s の場合を Case1，Vmax＝40m/s
の場合を Case2 と呼ぶ。図 5.2.4 は屋根面の最端部を除く部位において最も強い負圧が発生す
る位置（図中の点 a，測定点 No.114）での Case1 おいび Case2 についての風圧波形であり，台
風が建築物に最接近する時刻を 0 時としている。作成した風圧波形で最も強い負圧は Case1 で
－4.0kPa，Case2 で－5.6kPa であり，これらの値を等価静的設計法での設計用風荷重であると
考えると，これらの設計用風荷重に対する前述の防水シートの終局耐力（－8.0kPa 相当）の
比は Case1 で約 2，Case2 で約 1.5 である。 
 








































で表している）。また図 5.2.6 は図 5.2.3 の疲労曲線を用いて式(5-1)により求めた防水シート






































































Case1 の場合で 0.2kPa 以下，Case2 の場合で 0.25kPa 以下の振幅のサイクル数は全サイクル数
の 90％を超える。一方，累積疲労損傷度への寄与率は，図 5.2.6 に示すように前述の 0.2 また
は 0.25kPa 以下の小振幅の変動の値が非常に低く，全体の 3 または 2％程度であった。つまり
















ク値を抽出したうえで，Case1 では振幅 0.2kPa 相当（72N）以下，Case2 では振幅 0.25kPa 相
当（90N）以下の変動を省略することとした。これにより，載荷サイクルの総数は Case1 で 6350
サイクル，Case2 で 9200 サイクルとなり，試験時間を大幅に短縮できる。なお，この全載荷
サイクルが作用した場合の防水シートの疲労損傷度はCase1でD=1.07（もとの波形でD＝1.10），































図 5.2.7 繰返し載荷試験での荷重と変位の測定値の時系列（Case2） 
 















 屋根葺き材に作用する風圧時系列は 4.2 節に示した方法により，モデル台風の作成と風洞実
験結果をもとに作成した。想定した建築物は地表面粗度区分Ⅱの地域に建設される幅 20m×奥
行き 20m×高さ 10m の低層建築物であり，モデル台風は建築物の西側を通過し，建設地点で
の設計風速（最大風速）が 34m/s になるように設定した。図 5.3.1の波形は屋根面の端部（端
部から建築物の幅の 1 割の部位）を除く一般部において最も強い負圧が発生する位置（図中の
















ことが難しく， 2 秒程度の周期までの風圧変動の再現が限界である場合が多い。Cook らは，


















略している）。図 5.3.2は，屋根面における風圧 P，圧力制御データとして与えた設定圧力 Ps
および実際に加圧された圧力箱内での圧力 Pc の時系列波形を比較した例である。下段の圧力
波形の横軸は圧力制御のサイクル数で表しているが，実際の 30 秒間の風圧波形の加圧には約
330 秒間を要する。風圧波形 P と設定圧力 Ps はピーク値が同じであるので，時間軸のズレを
除けば波形の形状は良く一致しており，微小な圧力変動の省略は問題ない程度であると考えら





















































時を挟む前後 30 分の計 1 時間分の変動風圧を載荷した（図 5.3.1参照）。この試験に要した時















図 5.3.3 試験体 
 











































図 5.3.5 変位の測定値と計算値の比較  














重レベルが比較的高い 4 段階（終局耐力の約 50，65，80，90％）とした。応力比に相当する
式(5-2)の荷重比 R はいずれも R=0（片振り）とした。繰返し載荷試験の結果を表 5.4.1および














































図 5.4.1 疲労損傷曲線 
 
5.4.2 繰返し載荷試験での破壊性状 


























 振幅レベル 2，3 の供試体においも，リベットの破断が先行するが，その後の破壊形態は振
幅レベル１の場合と異なり芯材の変形は見られず，アルミ支柱の芯材上端付近の亀裂により破
壊した（写真 5.4.2(a), 写真 5.4.3(a)）。また，この振幅レベルでは，アルミ支柱の下端での
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